
	「市営住宅の活用を見直すこと」について

	１　見直しの趣旨について
　　○市では、所得要件が見合わないなどの理由で、長期空き室となっているなどの市営住宅について、以下のとおり活用を見直します。

　　・所得要件を緩和して、利用者の拡大を図ります。

　　　・他の用途に転換して、施設の有効活用を図ります。

２　活用方法についての高山市の考え

　　①　中堅所得者向けに建設された市営住宅（特定公共賃貸住宅）の一部を、所得要件を緩和して入居者を募ります。

　　②　中堅所得者向けに建設された市営住宅（特定公共賃貸住宅）の一部を、学校教職員
住宅に転換して有効活用します。

　　③　地域の定住促進を図るため市営住宅（特定市営住宅）の一部を、定住者へ譲渡可能
な住宅に転換します。

　　※活用方法の見直しは、現在、主に長期空き室となっている住宅について検討するもの
で、現在入居されている方に支障を及ぼすものではありません。

３　見直しする住宅について

　　①【所得要件を緩和して活用する住宅】

　　　　特定公共賃貸住宅　桜ヶ丘団地の一部　　　（山口町1307番地1）

　　　　特定公共賃貸住宅　久々野団地の一部　　　（久々野町久々野1505番地1）

　　　　特定公共賃貸住宅　上ケ洞中央団地の一部　（高根町上ケ洞541番地1）

　　②【学校教職員住宅として活用する住宅】

　　　　特定公共賃貸住宅　奥飛騨温泉郷団地の一部（奥飛騨温泉郷一重ヶ根1097番地4）

　　　　特定公共賃貸住宅　町屋団地の一部　　　　（荘川町町屋241番地）

　　③【定住促進を図る住宅】

　　　　特定市営住宅　　　折敷地若者定住団地　　（丹生川町折敷地926番地7）

　　　　特定市営住宅　　　下保団地　　　　　　　（丹生川町下保708番地3）

　　　　特定市営住宅　　　中島団地　　　　　　　（久々野町無数河480番地1）

４　条例の改正について

　　○「高山市特定公共賃貸住宅管理条例」で定める住宅の一部を、「高山市特定市営住宅

管理条例」と「高山市学校教職員住宅の設置及び管理に関する条例」に新たに位置付
けます。

　　○定住促進を図る住宅は、「高山市特定市営住宅管理条例」から除き、定住者への譲渡

を可能とする住宅に位置付けます。
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